
５月１５日、鳩山総務大臣が福岡県久留米市の電器販売店を訪問されました。

この日は、エコポイントを活用した省エネ家電購入支援が開始された日であり、

その日にあわせて販売店における

対応状況や消費者の動向等につい

て視察され、大臣ご本人も３２型

の地デジ対応テレビを購入されま

した。

店内には多くの報道陣も集まり、

視察後の会見で大臣は「デジタル

放送への完全移行まで、本日でち

ょうど８００日。エコポイントは、経済対策、環境対策、地デジ対策の一

石三鳥。地域経済の活性化とともに、環境にやさしいデジタルテレビの普

及に弾みをつけたい。」と発言され、デジタル放送への移行をアピールさ

れていました。

ユビキタス九州をめざして～広げる地デジ、活かすブロードバンド
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【お問合せ先】放送部デジタル放送受信者支援室 TEL096-326-7807

鳩山総務大臣、地元電器店を視察

２０１１年７月２４日、地上アナログ放送の終了、デジタル放送への完全移行期限まで約２年１ヶ月となりました。
総務省では、平成２１年度補正予算で、次のような施策を展開することとしています。

【お問合せ先】総務部企画広報室 TEL096-326-7810報道陣の取材に応じる大臣

店主と懇談

～デジタル放送への移行をアピール～

平成２１年度補正予算「経済危機対策」に盛り込まれた

地上デジタル放送関連施策

○省エネ家電の購入支援としてのエコポイントの付与に加

え、デジタルテレビの普及を促進し、放送のデジタル化が

確実に進められるよう、追加で５％のエコポイントを付与。

１ デジタルテレビ購入支援【約１，９５０億円】

２ 公共施設のテレビ買替【１，５００億円程度】

全体でテレビ約１２０万台

○所管省庁において要求（学校、社会福祉施設等）

○「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」で対応可能（消

防署、公立病院、庁舎等）

３ 送受信環境整備の加速【１５０億円】

○受信障害対策共聴施設のデジタル化＜拡充＞

・受信調査の追加、施設の新設メニュー等の追加等

○小規模・老朽化等のアパート・マンションのデジタル化＜新規＞

○デジタル難視聴解消対策＜拡充＞

・難視聴対策デジタル新局等

画面サイズ エコポイント数（点）

４６Ｖ以上 ３６，０００

４２Ｖ、４０Ｖ ２３，０００

３７Ｖ １７，０００

３２Ｖ、２６Ｖ １２，０００

２６Ｖ未満 ７，０００

買い替えをしてリサイクルする場合 さらに ３，０００

【地デジ対応テレビのエコポイント】

【送受信環境整備の加速】

～2011年７月２４日までに、アナログテレビ放送は終了～

エコポイントの詳細は http://www.env.go.jp/policy/ep_kaden/index.html

http://www.env.go.jp/policy/ep_kaden/index.html�


平成２１年度補正予算では、地上デジタル放送関連施策だけではなく、デジタル・ディバイド解消のための施策や電子平成２１年度補正予算では、地上デジタル放送関連施策だけではなく、デジタル・ディバイド解消のための施策や電子

政府 加速 を活用した地域活性化等 施策などに も展開し く ととし ます政府 加速 を活用した地域活性化等 施策などに も展開し く ととし ます

平成２１年度補正予算「経済危機対策」平成２１年度補正予算「経済危機対策」

デジタル・ディバイド解消関連施策デジタル・ディバイド解消関連施策

政府の加速、ＩＣＴを活用した地域活性化等の施策などについても展開していくこととしています。政府の加速、ＩＣＴを活用した地域活性化等の施策などについても展開していくこととしています。

ここでは、デジタル・ディバイド解消の施策として、①ブロードバンド・ゼロ地域の解消、②携帯電話不感エリアの解ここでは、デジタル・ディバイド解消の施策として、①ブロードバンド・ゼロ地域の解消、②携帯電話不感エリアの解

消について紹介します。消について紹介します。

① 地域情報通信基盤整備推進交付金（ブロードバンド・ゼロ地域解消） 【４３３．２億円】

地域の特性に応じた情報通信基盤の整備を支援し、地域間の情報格差(デジタル・ディバイド)を是正することにより、

１ ブロードバンド・ゼロ地域の解消

地域住民の生活の向上及び地域経済の活性化を推進。

【施策の概要】
ＦＴＴＨ、ケーブルテレビ、ＡＤＳＬ

及び衛星など地域間の情報格差是正に必
要となる施設を幅広く支援の対象とする
ことにより、地域の柔軟かつ効率的なＩ
ＣＴ基盤整備を推進。定住自立圏の取組
を推進するための基盤整備等を積極的に
支援支援。

② 地域イントラネット基盤施設整備事業 【６７．０億円】

離島におけるブロードバンド・ネットワークの構築を支援することにより、地域住民の利便の向上や、地方の活性化を

実現。

【施策の概要】
学校 図書館 公民館 市役所などを

保健医療情報システム

保健所

インターネット

市役所 

情報通信センター 行政情報システム 

プロバイダ

学校、図書館、公民館、市役所などを
高速・超高速で接続する地域公共ネット
ワークの整備及びこれと一体的に整備さ
れるシステム等の構築を支援することに
より、地域住民の利便の向上、電子自治
体等の実現を推進。

地域公共ネットワーク

公民館等 小中高校等

教育・講習に活用

防災情報システム 

教育情報システム 

駅

住民が利用

図書館

２ 携帯電話不感エリアの解消加速

【お問合せ先】情報通信部情報通信振興課 TEL096-326-7825

① 携帯電話エリア整備の加速（電波遮へい対策事業費等補助金） 【１００．３億円】（※）

２ 携帯電話不感エリアの解消加速

携帯電話の未整備地域における基地局施設及び伝送路施設の整備に要する経費を地方公共団体に対し一部補助。

【施策の概要】
携帯電話の未整備地域において、市町

村が携帯電話の基地局施設を整備する場
合や無線通信事業者が当該基地局の開設
に必要な光ファイバ等の伝送路施設を賃
借する場合に、当該費用の一部を国が負
担する。

② 携帯電話エリア整備の加速（地域情報通信基盤整備推進交付金） 【３３２．６億円】

（※）電波利用料財源において、既定経費の見直しにより２０億円措置し、１２０億円で実施。

携帯電話の未整備地域における伝送路施設の整備に要する経費を地方公共団体等に対し一部補助。

【施策の概要】
携帯電話の未整備地域において、市町

村が携帯電話の基地局の開設に必要な伝
送路施設を整備する場合に、当該伝送路
施設の整備費用の一部を国が負担する。

伝送路（光ファイバ等）

携帯電話交換局等 携帯電話基地局(鉄塔)

～2011年７月２４日までに、アナログテレビ放送は終了～

【お問合せ先】無線通信部陸上課 TEL096-326-7857



九州総合通信局は、九州電波協力会と共催で、第５９回「電波の日」（６月１日）

及び平成２１年度「情報通信月間」（５月１５日～６月１５日）を記念して、６月１

日、熊本市のホテル日航熊本で記念式典を開催しました。

式典では、坂本哲志総務大臣政務官が主催者挨拶を行い、次に武井俊幸局長が「地

デジ完全移行やブロードバンドの格差是正など重点的に取り組んでいく」など重点施

策を中心に式辞を述べました。

また、式典では、電波利用及び情報通信の発展・普及等に功績のあった方々を表彰

しました（表彰者は下表のとおり）。

～2011年７月２４日までに、アナログテレビ放送は終了～

【お問合せ先】総務部総務課 TEL096-326-7803

「電波の日・情報通信月間」記念式典を開催

帆足 孝文（ほあし たかふみ） 様
崇城大学大学院工学研究科教授

｢離島等の中・長距離海上電波伝搬に適した無線アクセスシステム構築のための調査検討会｣の座長として
離島等のブロードバンド整備促進のために無線アクセスシステムの海上伝搬特性をとりまとめるなど、電波の
有効利用に多大な貢献をされました。

独立行政法人国立高等専門学校機構
熊本電波工業高等専門学校 様
代表：校長 宮川 英明（みやがわ ひであき） 様

前身である国立熊本電波高等学校の設立以来６５年間にわたり一貫して情報通信分野の高度教育を実践し、
第一線で活躍する技術者を数多く輩出するなど、情報通信分野の人材育成に多大な貢献をされました。

福岡県志免町立志免西小学校 様
代表：校長 執行 喜砂雄（しぎょう きさお） 様

地上テレビ放送のデジタル化を教材とした授業を行うことで、生徒と保護者等の地上デジタル放送への関心
を深め、その普及に多大な貢献をされました。

福岡県電波適正利用推進員協議会 様
代表：会長 岡崎 幸雄（おかざき ゆきお） 様

電波の適正な利用を推進するための周知啓発活動として電波教室を開催し、電波の正しい利用について子
ども達の理解を深め、また自治体と連携して総合防災訓練において参加者に電波の正しい使い方の周知啓発
を行うなど、電波利用環境保護に多大な貢献をされました。

福田 伸裕（ふくだ のぶひろ） 様
（株）佐賀新聞社クロスメディア推進室長

報道機関におけるウェブサイトの責任者として培われた知識・見識により、九州ウェブサイト大賞の審査員とし
て優れた作品の選考を行い、九州のインターネット・コンテンツの発展に多大な貢献をされました。

升屋 正人（ますや まさと） 様
国立大学法人鹿児島大学

学術情報基盤センター教授

｢三島村ブロードバンド導入推進委員会｣のプロジェクトリーダーとして無線ＬＡＮによる長距離海上伝搬を実現
し、離島におけるブロードバンドの基盤整備を推進するとともに、利活用の促進に多大な貢献をされました。

山崎 正幸（やまさき まさゆき） 様
九州電力（株）情報通信本部電子通信部長

地域情報化の重要性を深く認識し、九州情報通信連携推進協議会副会長をはじめ多数の地域情報化推進団
体の要職において積極的に活動し、九州地域のＩＣＴ分野の発展に多大な貢献をされました。

北九州市 様
代表：市長 北橋 健治（きたはし けんじ） 様

ＩＣＴに関する様々な研究開発機関を設立するなど、地域の大学・企業等と連携した研究開発拠点の構築に尽
力し、九州地域のＩＣＴ分野の発展に多大な貢献をされました。

福岡県東峰村 様
代表：村長 高倉 秀信（たかくら ひでのぶ） 様

ブロードバンド・ゼロ地域解消事業に積極的に取り組むとともに、ＩＣＴの利活用を通じた地域コミュニティづくり
を推進することにより、地域活性化に多大な貢献をされました。

前田 弘昌（まえだ ひろまさ） 様
福岡県電機商工組合理事長

九州管内でいち早く｢デジタル１１０番｣の活動に取り組むなど、地域に密着した受信相談体制の整備に尽力し、
地上デジタル放送の普及に多大な貢献をされました。

牧口 弘次（まきぐち ひろじ） 様
鹿児島県南大隅町丸峯集落告知放送担当者

４５年もの長きにわたり地域の告知放送による住民への情報伝達に従事することにより、簡易無線などの電波
の有効利用を通じ、地域の活性化に多大な貢献をされました。

１ 九州総合通信局長表彰

２ 九州電波協力会会長表彰

（２）情報通信月間表彰受賞者

（１）電波の日表彰受賞者

表彰者の方々

坂本政務官の挨拶

記念式典の模様



九州総合通信局は、社団法人九州経済連合会との共催により、５月２８日、

「総務省電波利用の電子申請説明会２００９」を大分市東春日町の大分ソフ

トパーク内ソフィアホールで開催しました。

本説明会は、「ＩＴ新改革戦略」など政府が策定したオンライン利用率向

上のため、無線局の免許申請など電波を利用する際の国への手続きを、より

簡便に行っていただくための“電子申請手続き”について理解を深め利用を

促進する目的で開催したものです。

まず第一部では、「電子申請を始めてみよう」と題して、電子申請の特徴、

事前準備や手順など全般的な解説を当局の担当者が行

いました。

続いて第二部では、自治体として全国に先駆けて電

子申請を実施した島根県邑南（おおなん）町総務課の

服部課長補佐から、無線局（防災行政無線）の再免許

申請に際しての電子申請に至るまでの具体的な経緯や

諸課題の解決方法など、実例が紹介されました。

さらに第三部では、「電子申請の流れ」として、新規ユーザ登録、申請アプリケーションや手数料の

電子納付など具体的な入力画面を示しながら、当局の担当者が説明を行いました。

説明会には、自治体職員や免許人・申請代理人など６０数名が参加し、電子申請の手順や邑南町の体

験談を熱心に聴講していました。質疑応答では、「電子証明書にかかる費用について」、「邑南町の費

用効果について」、「データ入力にかかる所要時間について」など、積極的な意見等が多数出されまし

た。

～2011年７月２４日までに、アナログテレビ放送は終了～

「電波利用の電子申請説明会２００９」を開催

総務省 電子申請・届出システム
URL http://www.denpa.soumu.go.jp/public/index.html 【お問合せ先】無線通信部企画調整課 TEL096-326-7890

説明会の模様

九州総合通信局は、5月22日、福岡市（アクロス福岡／円形ホール）にお

いて、SCOPE研究発表会を開催しました。

この発表会では、SCOPEの５つのプログラムのうち、地域課題の解消や

地域社会の活性化につながる研究開発を支援する「地域ＩＣＴ振興型プログ

ラム」の研究課題について発表を行いました。

まず、平成20年度をもって終了した２課題（研究期間：平成18又は19年

度～20年度）について、その研究成果を研究代表者より発表しました。

続いて、継続課題（研究期間：平成20、21年度）の４課題について、研

究開発状況の中間報告を各研究代表者より発表を行いました。

最後に、平成21年度に新規採択された４課題について、これから実施する

研究内容の紹介を含め、「研究成果を地域のＩＣＴ利活用促進につなげるた

めに」をテーマに、パネルディスカッション形式において発表を行いました。

発表会には、九州管内における自治体、大学、企業、研究機関などから合

計７５名の参加があり、熱心に聴講していました。

発表会に参加された大学関係者からは、「研究発表会に参加して、同じ大

学でも先生方の研究内容についてお話を聞ける機会はなかなかないのでとて

も新鮮でした。」との感想を述べていました。

今回の研究発表会は、ＳＣＯＰＥで実施されている研究内容を広く地域の

ＩＣＴ関係者等に紹介するとともに、その成果が地域貢献や地域活性化につ

ながることを目的として開催しましたが、今後も九州総合通信局としてＳＣ

ＯＰＥ研究について積極的にＰＲしていくこととしています。

「戦略的情報通信研究開発支援制度（ＳＣＯＰＥ）」
～平成２１年度研究発表会を開催～

【お問合せ先】情報通信部 情報通信連携推進課 TEL096-326-7314

http://www.denpa.soumu.go.jp/public/index.html�


九州総合通信局は、熊本市において５月２０日、九州地

方非常通信協議会及び社団法人九州テレコム振興センター

と共催して「非常通信セミナー」を開催し、７４名の方々

が熱心に聴講しました。

セミナーでは、国土交通省九州地方整備局の足立防災課

長が、「九州における防災情報の共有を目指して」と題し

て、昨年１０月に宮崎市で実施した大規模津波防災訓練の

実施結果による課題等を交えながら情報の共有の重要性と

信頼性の高い防災通信ネットワーク構築の取り組みについ

て講演を行いました。

続いて、新日本石油精製(株)大分製油所の渡辺環境安全

グループマネージャーが「製油所の地震対応システムにつ

いて」と題して、地震発生時に製油所内へ速報の伝達と設

備管理を目的に開発した「地震対応システム」の概要につ

いて説明を行いました。

二人の講演とも防災関係機関と協力のもと、いかに住民

の方々に早く

情報を流すか

の視点で話さ

れ、自治体、

防災関係機関

などの参加者

からは今後の

取り組みへの

期待が寄せら

れました。

総務省 九州総合通信局「Ｐａｌｅｔｔｅ」編集委員会
〒860-8795 熊本市二の丸１番４号 TEL 096-326-7810 FAX 096-356-3523  URL http://www.soumu.go.jp/soutsu/kyushu/

電気通信分野における
「個人情報保護セミナー」を開催

九州総合通信局は、

情報通信月間行事の

一環として（財）日

本データ通信協会及

び（社）テレコムサ

ービス協会九州支部

との共催で、５月２

９日、福岡市内で

「電気通信事業分野

における個人情報保

護セミナー」を開催しました。

本セミナーは、個人情報保護法が全面施行されて４年を経

過し、電気通信事業分野においても個人情報の適切な取扱い

及び安全管理対策等に取り組まれているところですが、その

課題はまだまだ多いと思われることから、個人情報保護に関

する正しい知識について理解していただくために開催したも

のです。

内容は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政

課の村田課長補佐及び認定個人情報保護団体の桑子業務企画

委員長を講師として「電気通信事業者における個人情報保護

への取組みの現状と課題」

等の課題について講演を行

いました。

参加者は電気通信事業者

を中心に７５名にのぼり、

また、参加者から質問等も

出され、個人情報保護に関

する認識を深める大変有意

義なものとなりました。

【お問合せ先】情報通信部電気通信事業課 TEL096-326-7821

「非常通信セミナー」を開催

【お問合せ先】無線通信部陸上課 TEL096-368-7857

～災害時における情報の共有の重要性と
情報ネットワークの必要性について～

e-ネット安心講座実施件数

平成１８年度 ４５３件

平成１９年度 １，０８９件

平成２０年度 １，２０８件

（延べ受講者数 約３０万人）

インターネットやケータイにおいて違法有害情報について種々の問題が指摘され

ている中、e－ネットキャラバンは、主に保護者及び教職員向けにインターネット

の安心・安全利用に向けた啓発を行う講座（ｅ－ネット安心講座）を全国規模で行

うものです。

具体的には、教職員の研修会やＰＴＡの会合、その他勉強会等でインターネット

の安心・安全利用について勉強する機会を設けているものです。

本講座は平成２０年度までの３年間の実施予定でしたが、地域に着実に浸透する

一方で、子どもがインターネットの利用に関連したトラブルに巻き込まれる事例は

後を絶たず、インターネットや携帯電話をめぐる問題が依然として社会問題となっ

ていることから、平成２１年度においても、

引き続き実施していくこととなりましたの

でご活用ください。

講座の詳細及びお申

込みについては、ｅ-

ネットキャラバン公式

ウェブサイトをご参照

ください。

～平成２１年度も継続実施～

ｅ－ネットキャラバン講座（豊前市） 【お問合せ先】情報通信部電気通信事業課 TEL096-326-7821

http://www.e-netcaravan.jp/�
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